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恐れ多くも日本・世界に誇る「日本経済新聞」の社説に対する異論 

     「 ( 四半期決算開示の任意化には断固反対する ) とする社説に対し」 

 

日本経済新聞社様   会計関係者 / 各位様  

令和 4,12,11  

                         会計・経理研究者 伊戸川 匡 

( 重要な前書きコメント )  

ご多忙の方は、本文が長いので、下記の「基本資料」の表だけでも是非ご覧ください。会計

知識のある方なら、表をご覧になれば、四半期決算開示など役に立たず、不要であることが、

一目でご理解いただけると思いますし、会計知識の少ない方でも、コピーしていただき何度

か見ていただければ、ご理解いただけると思うからです。 ( 日本・世界初の分析表 )  

「基本資料」 

日本を代表する日経平均株価採用銘柄 225 のうち 3 月決算 187 社の四半期決算概要 

 

 

「令和 4 年 11 月 26 日 ( 土 ) 日本経済新聞 ( 朝刊 ) に、金融庁の ” 会計改革案 ” に対し

「四半期開示の任意化には断固反対する」との「社説」が掲載されましたが、この ” 断固反

対 ” 論に恐れ多くも異論あるため、はじめに掲載社説原文 ( 及び関連記事 ) をそのまま以下

に表記しておきたいと思います。 

( 日経 朝刊 社説 4,11,26)  

［社説］四半期開示の任意化には断固反対する 

四半期決算開示は、投資家が企業の経営状況を把握するために欠かせない資本市場のインフ

ラだ。開示義務をなくせば、企業の情報開示が後退しかねない。四半期開示の任意化には断

固反対する。 

 

四半期開示の見直しは、岸田文雄首相が「新しい資本主義」の具体策のひとつとして掲げ

た。 

四半期開示には、金融商品取引法の四半期報告書と取引所規則の四半期決算短信が併存す

る。金融庁は 6 月、四半期報告書を廃止し、決算短信に一本化することを決めた。企業の負

担を減らすために一本化するのは理解できる。 

解せないのは、一本化後の決算短信の開示義務を将来的になくす構想が急に浮上しているこ

とだ。金融庁は 25 日の作業部会で「任意化のタイミングについて継続的に検討する」案を

提示した。 

http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/0f1ff3ee2fcd1ebbfe1c6d49994d0b60.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/0f1ff3ee2fcd1ebbfe1c6d49994d0b60.pdf
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金融庁は、四半期開示を、業績修正や M&A （合併・買収）など重要事象が発生したら即時

に開示する取引所の「適時開示制度」に集約する将来像を描く。だが両者は情報の性質も投

資家の利用法も異なる。両者を併存させ、それぞれの中身を拡充するのが筋だ。 

関西経済連合会などは経営者や投資家の短期的な利益志向を助長するという理由から、四半

期開示の廃止を訴えている。だが、四半期開示と短期志向の間に明確な因果関係はない。長

期投資家であっても、四半期ごとに進捗状況をチェックしたいと考えている。 

機関投資家が投資対象とするのは、約 3800 社の上場企業のうち数百社にすぎない。任意に

すれば機関投資家からの求めがない大半の企業が四半期開示をやめてしまい、日本株市場の

さらなる空洞化につながらないか危惧する。 

 

欧州は四半期開示を任意とし、米国や中国は義務とするなど各国の対応は異なる。アジア企

業統治協会（ACGA）の 2020 年調査では、日本の四半期開示は高い評価を得ている一方、

開示義務をやめたシンガポールの評価は下がっている。なぜ海外からの資金流入が細りそう

なことをやろうとするのか理解できない。 

 

日本株市場は、欧米に比べ個人投資家の売買参加比率が高い。誰でも容易にアクセスできる

決算短信がなくなれば、機関投資家と個人投資家の情報格差がさらに開いてしまいかねな

い。岸田首相は、四半期開示の任意化が、家計資産の「貯蓄から投資へ」の政策に逆行する

と認識すべきだ。 

引用元：日本経済新聞

https://www.nikkei.com/article/DGXZQODK254D80V21C22A1000000/  

( 関連記事 日経夕刊 十字路  4,12,2)(下線は当方が引く )  

関西企業は自信を持とう 

なぜ唐突に方針を転換しようとしているのか。多くの市場関係者がひっくり返った。金融庁

が先週の作業部会で、将来的に四半期決算の開示義務を廃止し、企業の任意とするタイミン

グを検討してはどうかと言い出したからだ。 

 

四半期開示の見直しはもともと、岸田文雄首相が首相就任時に「新しい資本主義」の具体策

として持ち出した。四半期開示が、投資家や経営者の「短期志向」を助長しているという問

題意識だった。 

金融庁は 6 月、四半期報告書をやめて四半期決算短信に一本化する方針を決めた。首相がい

う見直しは「簡素化」と言い換えられ、廃止論は葬られたはずだ。なぜ、ここにきて再浮上

しているのか。 
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その伏線はあった。関西経済連合会が 10 月から、金融庁の作業部会に会員企業の委員を送

り込んでいたからだ。 

関経連にはベンチャーキャピタリストの原丈人氏が提唱する「公益資本主義」を信奉する経

営者が多いとされる。原氏がいう四半期開示や自己資本利益率（ ROE ）の不要論を関経連

も訴えてきた。 

ルール廃止を唱える人はたいてい、そのルールが守れていない人だ。そう考えて関経連会

長・副会長企業（ 14 社）の株価と ROE をみると興味深い事実が判明した。平均を超える

業績や株価のパフォーマンスを上げているのだ。 

ダイキン工業、クボタ、岩谷産業、堀場製作所……。おおむね 2 ケタの ROE を上げる企業

が目立ち、高い収益性を市場は評価する。 14 社の平均株価は 10 年で2.78倍に上昇し、東

証株価指数（2.54倍）や経団連会長・副会長企業（2.34倍）を超える。 

 

関西企業はもっと自らの経営に自信を持っていいのではないか。投資家が短期志向だと思う

のなら、長期の計画を四半期ごとに堂々と説明すればいい。経団連企業に比べるとちゃんと

結果を出している関西企業の声に、投資家は耳を傾けるはずだ。 

（井蛙） 

引用元：日本経済新聞 

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO66481410S2A201C2ENI000/ 

日経の社説を原文のまま上記の通り掲載しましたが、読売、朝日、毎日等他の一流紙では

反対意見はなく、まして「社説」での断固反対との意見表明はありません。 

読売、朝日、毎日は解説記事はわずかながら掲載していますが、社説で堂々と、 ” 断固反対 ”

と意見表明しているのは、どうしたことか日本経済新聞のみです。 

上場企業において、約半世紀、決算業務に現実に携わってきたものとして、無視できない

ので、一言申し上げる次第です。 

私の小論文(HPに掲載 ) を契機に、鳴り物入りで制度化された「中間決算制度」の致命的欠

陥が是正された実績がありますので、その実績を踏まえ、社説に対し、私の所見を申し上げ

ます。 

決諭として、四半期決算及びその開示は不要であり、日本国家、国民、企業にとって役に立

たない無駄な作業であることの根拠、理由等を以下に説明します。 

 

日経の関係者の方には、是非ご覧いただきたいと思います。繰り返しますが、反対し続けれ

ば、歴史に汚点を残し、恥をさらすことになることは確実だと思いますので、是非ご覧いた

だき、考えを改めていただきたいものと思います。 
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最初に、四半期決算はなぜ、トランプ、岸田首相が取り上げるほど重要なのかについて 

とり上げたいと思います。 

 

      トランプ、岸田首相も主張していた「四半期決算」の問題点 

2022/05/14  

トランプ、岸田首相も主張していた「四半期決算」の問題点 

なぜ「四半期決算及び開示」は不要か、日本・世界初の検証データ・理由等について 

( 金融審議会・作業部会、企業会計審議会、企業会計基準委員会の委員の皆様に読んでいた

だきたいこと )  

  

今般、四半期決算・その開示に関し、政府方針が打ち出され、それなりに審議されました。

しかし、政府方針は四半期廃止を前提とした抜本的見直しが看板政策のはずでしたが、抜本

的見直しに至らず、四半期の開示頻度は変えず、「四半期開示を決算短信に一本化」すると

いう妥協策の方向ですすんでいるように思われます。 

  

遡って、これまで四半期開示に関する諸見として、 4 年前の 2018 年 ( 平成 30 年 10 月

30 日付け ) の日本経済新聞の Opinion 欄に、「企業決算、四半期開示の是非」とする日米

欧の 3 人の専門家の意見が大きくとりあげられ、紹介されました。世界の主要国が大筋とし

てどう考えていたかについて、参考になろうかと思いますので、その内容を要約してご紹介

すると以下の通りです。 

  

アメリカを代表する意見として、「米機関投資家協会事務局長」ケン・バーチュ氏の意見は、

トランプ大統領が四半期開示をめぐり、米証券取引委員会に調査を指示した際、 135 の機関

投資家で作る米機関投資家協会は、即座に「廃止反対」を表明した。その反対の理由は、欧

州で四半期決算の法定開示義務が廃止されても、多くの企業が「任意で公表」を続けている。

これは企業側がメリットの方が大きいと感じている証左であり、協会としても、「四半期決

算を途中経過の報告と認識」していて、企業の行動が制限されるものではないとみており、

結論として、「四半期決算の実績は途中経過を把握するうえで有用な情報であり、廃止すべ

きでない」と述べています。 
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一方、イギリスを代表する意見として、「英国投資協会最高経営責任者」クリス・カミング

氏は、英国の機関投資家団体として四半期決算の開示をやめるよう英企業に促してきた。四

半期決算はしばしば経営者に短期志向を強い、長期の目標に集中するのを妨げる要因になる

からだ。企業は長期の視野で経営されるべきで、四半期開示をやめることは株主の利益にも

つながる。開示に要する事務コストの負担も大きい。 

四半期開示は上場企業に多大なコストを強いる。決算書を作るために 3 ケ月毎に、膨大なデ

ータが集められ、経営者の貴重な時間が費やされる。そのエネルギーを顧客のために注いで

ほしいというのが、投資家としての希望である。四半期から半期開示への移行に対して、投

資家が得られる情報量が減るという批判は完全な誤解だと思う。我々が欲しいのはより多く

の情報ではなく、より良質でタイムリーな情報だ。半期決算の企業も、投資家に伝えるべき

情報が生じた場合、決算発表を待たずに、速やかに発表すればよいだけのことである。トラ

ンプ大統領の見直し検討指示は歓迎しているが、依然とした米国の法的開示義務は他国の廃

止推進を阻害しているように思う。等々イギリスは堂々と四半期決算反対意向を示している

のです。 

  

 かたや、我が日本はどうであろうか、日本を代表する意見として、金融庁の金融審議会

等各種の委員を歴任してきた東大法卒の早大教授・黒沼悦郎氏は、次のように述べている。

四半期決算の開示の是非をめぐる議論は古くからある。 1970 年に米国が導入し、日本の研

究者の間でも取り入れるべきとの声が上がった。日本での最初の導入は１９９９年だが、

2004 年にすべての上場企業に対象が拡大され、 2006 年の法改正で四半期開示は法定開示

に格上げされた。経営環境の変化が激しくなり「投資家は四半期ごとの情報を欲していると

いうのが理由」だった。「事業年度の 3 ケ月、 6 ケ月、 9 ケ月の途中経過を発表させて進捗

状況を確認するのが趣旨」で短期主義を助長する制度とは言えない。 

業績を含めて経営に大きな変化があったら、直ちに情報を公開する適時開示だと考える。四

半期など法定開示は適時開示の信頼性を高めている。「投資家に対する公平な情報開示をす

るという原則からも、四半期開示は望ましい 。」 企業は内部で業績をまとめており、開示の

頻度が少ないと、特定の投資家のみに情報が伝わりかねない期間が長くなる。機関投資家と

一般投資家の情報格差が開いてしまう問題がある。日本経済の成長には、規制を緩めて開示

を後退させるより効果的な内容開示 ( の回数 ) が重要になる。結論として、機関投資家と一

般投資家の間の情報格差を抑える働きとして、四半期開示は必要である。と述べています。 
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これまで、上場会社の決算実務を半世紀以上経験し、その経験を活かし、上場会社の決算分

析を 10 年以上実施し、 HP に公開、問題提起し、会計問題の解決に関与してきたものにと

って、これまでの専門家の意見、経緯を鑑みるに、日本のみならず、世界の会計レベルがあ

まりにも低く、情けなく、哀れにさえ思われたので、今般あえて、不要論、簡略化論に関す

る問題提起をするものであります。不要論等の根拠は別紙添付資料の通りですが、要約すれ

ば、①鳴り物入りで始まった四半期決算はこの制度そのものが、初めから今日まで役に立た

ない無駄な作業であったこと。役に立たないだけでなく、企業にとって恥さらしのものであ

るだけに、恥を回避しようとして粉飾、不正会計の温床になっていること。②企業だけでな

く、利害関係者の株主、国内外の投資家にとっても、国家にとっても役に立たず、無駄な努

力で、企業力、国力を弱める結果になっていること。④更に日本国家の会計レベルが低レベ

ルであることを諸外国にさらし、日本の国力を弱める結果になっていること。⑤回りまわっ

て、日本の経済成長が低レベルで推移し、所得が 20 年以上あがらないことの遠因になって

いること⑥役に立っている業種もあるが、この場合1Q,3Qは不要で無駄であること等々であ

る。 

  

四半期決算がなぜ役に立たず、無駄であり、不要なものなのか、各項目ごとに具体的に列挙

すると以下のとおりです。 

1. A表 (32 社 ) の四半期赤字なのに、期末に黒字に転ずる企業について述べると、文

字通り、四半期赤字なのに、期末に突然黒字の決算など、 3 ケ月、 6 ケ月、 9 ケ月

の途中の経過を示す有用な決算情報であるはずないではありませんか。例えば、

1Q 、 2Q 赤字なのに、 3Q 、 4 Ｑで黒字開示が、 3 ケ月毎の経緯、経過を示すも

のでないことは、素人でも理解できるのではありませんか。 1Q で赤字なのに、 2 、

３，４Qで黒字の場合、何のための四半期か、1,2,3Q連続して赤字なのに、 4Q で

突然黒字になるとはいかなることか、経過など示すものではないでしよう。 1,2Q

黒字で、 3Q で赤字なので 4Q も赤字かと思いきや 4Q が突然黒字になるとは、何

のための四半期か、四半期など無駄そのものではありませんか。 

2. B表 (25 社 ) の四半期・連続赤字計上企業に関して述べると、赤字金額の大小はと

もかく、四半期連続赤字とは、何のために経営しているのか、四半期連続赤字でし

たが、四半期開示義務を守って立派な経営姿勢でしよう、と思われたいのですか。

赤字にせず、いかにしたら、黒字化すべきか、考えるのが、四半期決算の役割・使

命なのではないのですか。四半期開示を投資家が望んでいるから導入したと主張し
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ていますが、連続赤字など、会社も、投資家も望んでなどいないことを理解できな

いのでしょうか。赤字決算やる時間あるなら、当方がかねがね主張している「利益

予測のノウハウ習得」に時間を割くべきではありませんか。審議会の皆様にお尋ね

したいが、皆様は決算を組んだことあるのですか、簿記会計を学んだことあるので

すか。決算をくみ上げるということは、大変な能力時間を必要とするのです。法律

を学んだことのない人間が、あの制度いいとか悪いとか、決めつけたら皆様どう思

われますか、なにを素人がと思うのではありませんか。皆様方が会計問題に関し何

か意見があるようでしたら、最低限簿記会計の基本を身につけてから発言すべきで

はありませんか。 

3. C表(4社 ) の四半期黒字なのに、期末で突然赤字転落企業について述べると、これ

こそが、四半期決算など制度化の意味なしの典型で、何の役にも立たない証拠では

ないですか。1,2,3Q連続黒字なのに、期末の 4Q で突然赤字転落など、なんですか

これ。 1Q で黒字、2,3,4Qで連続赤字、 1 Ｑの黒字とはまともな決算ですか。 1Q

赤字で、 2,3Q 連続黒字、期末 4Q も黒字化と思いきや、 4Q でまたもや赤字転落

とはなにごとか、四半期など不要、無駄ではないですか、四半期決算など意味なし

である。これで、途中経過を把握できるとか、途中の進捗状況が把握できるとか、

いい加減にしていただきたいものです。こんなこと平然と進めて、あとはどうなろ

うが知らんなど、関係者は下手すれば、訴えられる可能性もあり、歴史に汚点を残

すことになるのは明白であり、簿記会計の勉強して、出直すべきことをお勧めした

いと思います。 

4. C表(126社 ) の四半期続黒字計上企業について述べると、黒字継続という意味で、

望ましい決算であり、経営のあるべき姿と言えなくはないが、しかし、黒字連続で

あっても、 1Q の倍が 2Q の数字で、 3 倍が 3Q の数字、 4 倍が 4Q の数字なら、

1Q だけやりその 4 倍すれば済む話であるが、そうでないことはこれまで述べてき

たことで明白であり、であるならば、四半期決算でなくても、半期と期末で十分で

あり、 1Q と 3Q はなくでもよいことになり、あえていえば、1Q,3Qは無駄、不要

ということになるのです。そんな無駄な時間あるなら、利害関係者のため、会社の

将来のため、時間、労力を有効に使うべきではありませんか。 

連続黒字とは言え、中には、期末の黒字が1,2,3Qの黒字より 1/6 に下回っているケ

ースがあるが、制度の主旨からあり得ないこと思われますが如何でしよう。「第一



8 

 

四半期の倍数が、その後の利益であると思い込み」間違った理論展開してきたよう

ですが、それこそが、これまで過ちの素となってきた素人の考えであり、専門家と

称する方々も「専門家の錯覚」であると心すべきことなのです。 

5. 私の根拠とするデータの内容は以下の通りですので参照ください。 

(1) 四半期決算の当事者である全上場会社約 4000 社すべての四半期決算の実態を明ら  

かにできればそれにこしたことはないが、今般、業界を代表する企業として、東京

証券取引所が選定している日経平均株価採用銘柄 225 社のうち、 3 月決算の 187 社

に絞り、四半期決算の実態を分析すれば、大要は把握できるのではと思い、日経平

均株価個別企業に関し分析し所見を述べています。 

(2) 分析項目として 下記 5 項目に分類し、内容分析しています。 

 A表 四半期で赤字なのに、期末で黒字に転ずる企業の検証 (32 社 )  

 B表 四半期・連続赤字企業の検証 (25 社 )  

 C表 四半期・黒字なのに、期末に赤字転落企業の検証(4社 )  

 D表 四半期・連続黒字企業の検証(126社 )  

               末尾に添付の「基本資料」 日経平均株価採用銘柄 225 のうち 3 月決算 187

社の決算概要 

  

「補足事項」 

以上の検証は、四半期決算終了後の実績結果についての検証内容ですが、補足として、各四

半期の実績と実績の比較検討でなく、「予測と実績」という別な角度から、四半期決算不要

論及び簡略化論を提案いたします。 

別途、経営の基本問題として、「日本の上場会社は期末の業績・利益予測が可能か否か」に

ついて、 3 月決算上場会社約 1800 社の予想と実際、その乖離状況に関し、過去 10 数年検

証してきて、既に HP に公開ずみですが、検証結果は、以下の通りです。 ( 本提案により、

かつて制度化された中間決算制度の「致命的欠陥が是正」された経緯があります。 )  

1. 日本を代表する企業であっても、期末までたった 1 ケ月前の利益予測でも、実績は、

想像を絶する乖離があり、結論として、上場企業にも、予測はできない、できてい

ない、できると錯覚し、間違いを平然と繰り返してきたということが明らかなので

す。 

http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/64986c5b86c3dde85dad654f5dedefe1.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/1f49faf8440b83769e4c804687ccee7f.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/b2aede9b890caa74e0fc958092c7d5d7.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/8bcc754393f8752d5cb8f140a3b3615c.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/0f1ff3ee2fcd1ebbfe1c6d49994d0b60.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/0f1ff3ee2fcd1ebbfe1c6d49994d0b60.pdf
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2. 実態として、既に HP に公開済みですが、 1 ケ月前の予測に対し、黒字予測が想像

を絶する額の赤字に転落する事例が数限りなくあるのです。乖離の激しい事例を数

社列挙しますと、 2/3 期の事例ですが、ソフトバンクは 1 ケ月前の利益予想額 1 兆

円に対し 9615 億円の赤字に転落、約 2 兆円の赤字増、日産自動車は 650 億円の利

益予想が 6712 億円の赤字に転落、 JFE は 130 億円の利益予想が 1977 億円の赤字

に転落、丸紅は 2000 億円の利益予想が 1974 億円の赤字に転落等々、以下省略し

ますが、会計学者プロの皆様信じられますか、そして理解できますか、これが日本

を代表する一流企業の利益予測の実態なのです。 

その他、内容は HP にゆだね省略しますが、赤字予測が予想外の赤字拡大、黒字予

測が想像外の黒字拡大、少ないが赤字予想の黒字転換企業が数社、この 10 年で、

予測通りなど 1800 社中、一社か多くても 5 社前後にすぎなく、ほとんど99%が予

測にほど遠く、利益予測ができていないのが、実態なのです。 

3. だとすれば、 1 ケ前の予測もできないのに、四半期の 3 ケ月単位の四半期決算の実

績など、期末の業績に有用な情報であるはずがないではありませんか。詳細データ

は HP にゆだね省きますが、四半期の結果が「中間決算と同様、期末業績を予測す

る有用な情報でない」とすれば、四半期決算など意味ないではありませんか。「中

間決算は期末業績を予測するに有用な情報を提供するものでないことが明白」にな

ったので、中間決算が廃止されたのではありませんか。四半期決算情報は、中間決

算情報よりその有用性がはるかに低く、期末の業績を予測する有用かつ重要な情報

でないのであるから、中間決算制度の廃止は遅きに失しましたが、四半期決算も遅

きに失しないよう、即刻、廃止すべきではありませんか。 

  

以上の分析は、日本、世界で初のものであり、日本の世界の会計専門家も理解していないも

のです。もし理解していれば、このような無駄、不要なものは制度化されていないはずだか

らです。どうか、アメリカ、西欧の 50 年遅れの考えなど気にすることなく、日本の国力、

企業力、経営力、会計力を高めるため、四半期決算の廃止、もしくは半期決算にするよう提

案する次第です。 

  

結びとして、内閣府参与の公益資本主義実践協会代表理事原丈人氏が政府、関係者に提案し

た「日本が初めて四半期決算廃止を表明した国になってほしい」を結びとしたいと思います。 
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                    令和 4 年 5 月吉日  

                      会計・経理研究者 伊戸川 匡 

【添付資料】 

 A 表 四半期で赤字なのに、期末で黒字に転ずる企業の検証 (32 社 )  

 B 表 四半期・連続赤字企業の検証 (25 社 )  

 C 表 四半期・黒字なのに、期末に赤字転落企業の検証(4社 )  

 D 表 四半期・連続黒字企業の検証(126社 )  

  「基本資料」 日経平均株価採用銘柄 225 のうち 3 月決算 187 社の決算概要 

« 前のページ後のページ  »  

Copyright © 2022 会計・経理アナリスト  All rights Reserved.  

 

 

 

 

 

次に、岸田総理大臣  関係大臣に提案した内容をそのまま、改めて公開いたします。 

2022/02/15  

総理大臣  

岸田 文雄 様 

新しい資本主義担当大臣 

  山際 大志郎 様  

         新しい資本主義 ( 四半期決算開示の見直し等 )  

に対する賛成論と提案 

 

岸田総理大臣は、第 208(4,1,17) 回国会施政方針演説で、「巳を改革する」とし、新たな

時代を切り開くにあたり、その最大の原動力は、国民の声です。国民の声なき声に、丁寧に

耳を傾ければ、そして国民と共に歩めば、自ずと改革の道は見えてきます。 

そして、国民の皆様へのメッセージのなかで、「国民の声を聞くとは」多様な意見に耳を

傾け、より良い方法やアイデアがあれば、躊躇なく取り入れ、政策を常に見直し・改善して

いくことです。 

大切なことは、国民にとって何がベストかを徹底して追い求めることです。ともにより良

http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/64986c5b86c3dde85dad654f5dedefe1.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/1f49faf8440b83769e4c804687ccee7f.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/b2aede9b890caa74e0fc958092c7d5d7.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/8bcc754393f8752d5cb8f140a3b3615c.pdf
http://kaikei-keiri.com/struct/wp-content/uploads/0f1ff3ee2fcd1ebbfe1c6d49994d0b60.pdf
http://kaikei-keiri.com/news/%e4%bb%a4%e5%92%8c3%e5%b9%b43%e6%9c%88%e6%9c%9f%e3%83%bb%e6%b1%ba%e7%ae%97%e5%88%86%e6%9e%90%e8%b3%87%e6%96%99-%e3%81%9d%e3%81%ae2%e5%a3%b2%e4%b8%8a%e6%97%a5%e6%9c%ac%e4%b8%80%e3%81%ae%e4%bc%81/
http://kaikei-keiri.com/news/%e4%bb%a4%e5%92%8c4%e5%b9%b43%e6%9c%88%e6%9c%9f%e6%b1%ba%e7%ae%97%e5%88%86%e6%9e%90%e8%b3%87%e6%96%99%e3%82%92%e5%85%ac%e9%96%8b%e3%81%84%e3%81%9f%e3%81%97%e3%81%be%e3%81%97%e3%81%9f/
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い未来を築いていきましょう。と述べています。 

そして、国民の幸せのために、新しい資本主義が必要である。新しい資本主義を実現する

ために、会計制度、四半期開示の見直しをする必要があり、実現したい。と述べられていま

す。 

 

以上の方針に対する賛成論と私の意見は以下の通りです。 

1. 結 論 

(1) 新しい資本主義の実現賛成です。新しい資本主義実現のため、最低限、会計制度の見

直し、四半期決算開示の見直しは必要であり、賛成です。 

(2) その意思のあらわれとして、「専任の新しい資本主義担当大臣 、」 を任命したことは、

その覚悟を示したものとして、賛成です。 

そして、「新しい資本主義担当大臣」の山際大臣の予算委員会でのやりとり、ほとん

ど拝見してきましたが、説得力ある答弁、その切れ味、素晴らしいと思いました。こ

の大臣なら、事をなす方と期待した次第です。 

2. 私の立場、立ち位置 

(1) 私は , 創業 200 年余の上場企業で、主として決算業務を約半世紀にわたり担ってきた 

ものですが、決算業務一筋に、半世紀の経験者など日本のみならず、世界にもいない

のではと思われる存在と思っています。 

 (2) 私は「会計・経理を変えれば、日本も世界も変わる」が信念ですが、過去において、

「中間決算制度の致命的欠陥」を是正すべく改正のきっかけと、現に制度改正した実績  

  があるが故に今回提案しているのです。 

   

結論として、四半期決算開示は不要です。短期志向でも役に立つなら一考の余地あります

が、四半期の業績と通期の業績とは何の関係もなく一年後の業績を見通すうえで何の役に

も立ちません。短期志向の弊害どころか、国家、企業、社員、投資家にとって役に立たず、

時間 資金、人材の無駄遣いです。以下にその理由・根拠等を述べます。 

 

3. 賛成の理由、根拠等                            

①そもそも四半期決算そのものについてですが、「四半期決算とは」 1 年を 4 期に分け、

3 ケ月に 1 度企業が公表する決算をいいます。現在、金融商品取引法により義務化さ

れています。そして、上場企業は四半期末に、 45 日以内に四半期報告書を、公的機

関に提出する義務があります。 

 しかしながら、四半期決算の実態は以下のようなものなのです。 
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②四半期決算の実態として、四半期決算の実績を掛け算しても、年度決算の業績と何の

関係もありません。第一四半期が 1 億円の赤字だった場合、四半期ですから 4 掛けす

れば、年 4 億円の赤字になりますが、絶対にそんなことありません。 

 ③また、第一四半期 10 億の赤字でも、第二、第三、第四四半期で 10 億や、 20 億の黒

字になることもあります。 

 ④その反対に、第一四半期で 1 億、 2 億の黒字でも、第二、第三、第四で、大赤字にひっ

くり返ることも、正常な業務運営下でも、当然にして、当然の如く、おこりえるので

す。 

⑤第一四半期が分かれば、第二、第三も同じ業績をあげるだろうと思い込み、短期業績を 

知りたがるが、これは素人の共通した考えで、売上と、利益とは比例も、反比例もせず、

売上と利益、期中、期末の業績とは何の関係もないのが、会計の原理原則なのです。 

⑥失礼ながら、なぜそうなるのか、会計のブロ中のプロたる公認会計士にも、理解できて 

いないのです。繰り返しますが、ほとんどの公認会計士は、会計知識はあっても、実務 

経験がなく、理解できていないのです。 

 ⑦同じことが、大学教授にも言え、失礼ながら、大学教授であっても、会計のことについ

て、実務の経験もなく、その原理原則を理解できていないのです。 

⑧「投資家」の皆様の所見に関しても、四半期開示がなくなれば、「情報公開の後退」で

あり、賛成できないといわれているようですが、会計のプロである会計学者、公認会計

士ですら、理解していないのに、決算を組んだこともなく、会計の専門家でない投資家

に、四半期決算の実態を理解できるはずはないのです。投資家サイドも制度そのものの

真意を理解できず、制度そのものに、愚弄されていることを、理解すべきです。                            

四半期決算は、投資家のためになっていないことに、気が付くべきです。一期、二期、

黒字だったのに、通期で赤字になっても、おかしいとは思わないのでしょうか。第一四

半期、第二の実績知っても意味ないと思いませんか。こんな情報、制度ない方が、投資

家のためになることに、この際気が付くべきでしょう。 

⑨「弁護士」の所見に関しても、法律の知識はあっても、簿記・会計・原価計算の知識も

経験もない弁護士に会計制度を語る資格があるでしょうか。弁護士に大型機械設備の設

計図書いてくださいと言っているようなもので会計を語る資格はないのではありません

か。 

法学、理系の人たちは、簿記会計を軽視してきましたね。その結果が、審議会の皆さん

が、何十年といろいろ立派なこといってきましたが、粉飾、不正会計等なくならないで

はありませんか。法学、理系出の方々は、簿記、会計の勉強してから、モノ言うべきで

はありませんか。 
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 ⑩「大手企業」の役員の所見に関してですが、  大手企業で 1 ～ 2 年毎に昇進し，そのた

びごとに他部門に移動し違う仕事をすることになれば、会計の仕事に精通するはずもな

いではありませんか。一時的に会計部門に所属したとはいえ、印鑑を押すのが仕事とい

うことは、会計・経理の実務をやらないということであり、印鑑だけ押してきた人間に

何が、できるというのでしょうか。それは印鑑を押す以外の能力がないということなの

です。 

  ケンブリッジ・オックスフォード、東大・京大、早稲田・慶応でたとしても、簿記の簿

の字も知らない、仕分けの伝票も書いたことない、決算を組んだこともない、会計等女

子供でもできると小馬鹿にしてきた人間に、会計、決算、決算開示の何がわかるという

のでしょう。 

⑪「上場企業」の考えに関してですが、事務の煩雑さ等コストの問題を前面に出して見直 

しを提案しているやに見えますが、それも一つの理由かもしれませんが、本音は違うと 

思います。前述したように、もし第一でも第二でも、 1 億円の黒字で、自慢気に発表し 

たのに、その後の四半期で 5 億、 10 億の赤字になり、それが適正な決算結果だったす 

れば記者発表に臨む、社長、決算担当役員は、どんな気持ちで発表すると思いますか。 

自分でもなんだこれ、会計士もなんだこれの思いで、対応しているのです。こんなはず 

はない、どこかおかしい、会計制度そのものがおかしいと思いながら、制度があるから 

仕方なく、意味不明のままいやいややっているのです。コストもさることながら、恥ず 

かしくかっこ悪いからこんな制度やめてほしいと反対しているのです。                         

 ⑫「審議会」に関しても、四半期開示を見直すにあたり、アメリカの動向を根拠に反対乃 

至、アメリカが見直しをしていないのに、日本で見直すのは問題ではと指摘しがちです 

が、アメリカがどうであろうが、関係ないではありませんか。何故なら、会計制度及び 

会計のレベルについてですが、アメリカの会計より日本の会計レベルの方がはるかに高 

いからです。アメリカの会計は、ざっくり言えば、法律違反なら監獄に叩き込むそんな 

感じなのです。 ( 粉飾で懲役 25 年とか、等々 )  

イギリスも見直しするに至っていないと主張される方がいますが、会計の原理原則、 

基本の基本を理解するに至っていない国だからです。日本が先導すれは、アメリカも、 

イギリスも間違いなくついてきます。 

⑬開示見直しを審議する立場にある { 金融審議会 } 委員並びに、実際に審議する「ディス

クロージャーワーキング・グループ」 (WG) の委員に関してですが、まず金融審議会委

員に関しては、その構成は、大学教授 11 名、大手企業役員 3 名、団体役員 3 名、弁護

士 2 名計 18 名であるが、その 6 割を占める大学教授 11 名はその専門が、法・経・ 

理系がほとんどで、簿記・会計・決算実務を知らない方々です。大学教授、弁護士に決
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算業務できますか、医師に決算の良しあしを述べてくださいといっているようなもので、

得るものは何もないと思います。                        

 ⑭実務について審議する「WGメンバー」に関しても、その構成は、大学教授 6 名、団体 

役員 6 名、大手企業役員 4 名、弁護士 2 名の計 18 名ですが、結論として、審議委員と 

似たり寄ったりで、大学教授にせよ、団体役員にせよ、大手企業役員にしろ、法学系が 

ほとんどであり、医師に決算の問題点を検討してくださいと指示するがごときで、過去 

の会計の歴史を見ればわかるように、何も期待できないと考えるべきです。簿記・会計 

のことも知らずに、会計の開示がいいの、悪いのかわかるはずないではありませんか。 

法学者、弁護士に、胃の手術できますか。 

 ⑮もし、審議委員、WG委員のかたが、総理大臣、担当大臣の見直し案に反対する方がい 

ましたら、説得の切り札として、私の小論文を反対する委員の方に配布し、以下のよう 

に問いかけていただきたいのです。皆さんは「中間決算制度制定」をなぜ断固として反 

対しなかったのですか ? 粉飾や不正を推進するような制度を審議委員の皆さん方が推進 

し決定したのですよ。おかしいと思いませんか。と問いかけていただきたいのです。更 

に何故中間決算制度に反対しなかったのかその理由を公式な見解として書類で提出くだ 

さい。もし、提出されない方がいらっしゃれば、今後の発言はお控えいただくことにな 

ります。これで発言を封ずることが出来るはずです。 ( 私が責任者ならそうします )  

 ⑯更に付け加えれば、上場企業約 1800 社の「 3 月決算の予想と実際の精度とその乖離状

況」に関し、 10 年間調査してきましたが、その 10 年間の調査・分析データによれば、

期末月の 3 月初旬の予想数字と、その 3 月末の実際を比較した結果、「たった 1 ケ月前」

の予測と実際を比較しても、天下の上場企業ですら、黒字予想が赤字転落したり、 10  

億の赤字予想が 100 億の赤字になったり、売上が予想に比べ激減しているのに利益は予

想の倍になっていたり、売上が予想より 100 億も増えているのに、利益が予想の半分以

下になったり、全くというべきか、予測できていない、予測できない、という結論が出

ているのです。 ( 私のこの調査は、日本及び世界初の調査です )  

   更に決定的なこととして、公認会計士協会会長のN氏は、現行会計制度の下では、い

かなる手法を使っても、利益予測、業績予測は不可能であると断言しているのです。だ

とすれば、四半期決算で、本決算まで 9 ケ月前の第一半期での数字が、当てになるはず

ないではありませんか。 1 ケ月前の数字が当てにならないのに、 9 ケ月前の、第一四半

期の数字など、当てになるはずないではありませんか。四半期の数字など、知ったとこ

ろで、期末の業績と何の関係もないのです。 

    

      学者、会計士、アナリスト、投資家、会計関係者の皆様、以上のことを理解できます 
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でしょうか、もしできないとすれば、  理解したうえで会計のあり方を語るべきかと思 

います。 

もし理解しないまま、審議を進めていけば、粉飾・不正会計を推奨するような「中間決

算制度」を検討、推進、制定してきた審議委員の方々と同様、歴史に汚点を残し、自ら

も、業界にいられなくなるのです。 

 

今回見直しないとすれば、今後更に 50 年、 100 年このままで、日本は新資本主義どこ

ろか、会計を駄目にし、会計後進国になるのです。後悔したくなければ、歴史に汚点残

したくなければ、四半期開開示など、廃止すべきです。 

4. 私の提案 

①審議会委員の意見に関しては、聞くのは構いませんが、同意する必要はありません。総理、

担当大臣が、新しい資本主義を実現したいのであれば、お考えの通り実行ください。もし

四半期決算開示の見直しも実現できないようなら、新しい資本主義の実現などできないと

私は思います。 

新しい資本主義の実現の意思が本物なら、その覚悟の証として、最低限，四半期決算の開 

示の見直し程度は、ぜひ実行願いたいと思います。 

②会計全般に関し、会社も、株主も、社員も、取引先も、会計士も、監督官庁も、立派な意

見をのべていますが、すべての根源は「経営の根源」である「利益に関し」「利益予想の 

ノウハウ」が会計の世界で確立されていないということであり、それが日本のみならず、

先進国と言われているアメリカ、ヨーロッパの諸国でも、そのノウハウが確立されていな

いということなのです。このノウハウの確立こそが、その国と国民を豊にし、幸福にする

のです。 

③四半期決算をやるかやらないかなど枝葉末節のことで、制度として必要なら、昔のように、

中間を「仮決算」として、配当は年に一度とし、経営に専念できるようにすればいいだけ

のことと思います。 

④全ての会計学者は、会計実務の経験がないことを素直に認め、まず何よりも「利益予測の

ノウハウを確立」すべく、全力を集中すべきです。それが世界中の粉飾、不正会計をなく

する道であり、国家、国民、企業の幸せにつながるからです。 

⑤企業会計審議会、金融審議会も、国家、国民、企業のため、つまらないことに、時間、税

金を使わず、公認会計士ができないと主張している「利益予測のノウハウ確立のため」全

力をかたむけていただきたいのです。 

⑥そして最後に、すべての政治家は、国家の予算を国民の幸せのため処理するのが使命であ

る限り、全ての政治家は「日本国の経理係」であり、そのために、全ての政治家は、「簿
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記会計の勉強することを義務」とすることです。 

 

簿記会計の知識がないから、法務大臣が先頭に立って国家の粉飾・不正決算を平然として

やり、逮捕されるのです。 

「日本国の監査役」であられる東大法学部出の皆さん、法務大臣がお縄頂戴など、恥ずか

しく、かっこ悪くないですか ?  

 

5. 補足 ( 私のホームページについて )  

(1) 私の主張 , 提案に不十分な点がありましたら、既に公表済みの私の HP をご覧いただ

ければと存じます。 

(2) ホームページの内容補足として、「会計が泣いています」を掲載しています。 

① 赤字かくし、水増し売上、水増し利益、粉飾決算、不正会計等の行為に 

② 簿記・会計に疎い一流大卒経理部長、会計に疎い法学部・経済学部卒のトップ、

会計などどうにでもなると会計を軽くみているトップ、経営能力なく、いても

いなくてもどっちでもいいと思われているトップ等の存在に 

③ 利益予測ができないという会計士の存在に 

④ 反対に、会計士ができないと言っているのに、利益予測などできて当然と認識

している会計学者の存在に ( 自分で予測したことないのに )  

なお、参考までに添えさせていただきますが、私の論文、画像等が、グーグルで、

ノーベル経済学賞候補として、掲載されております。     ( 完 )  

                         会計・経理アナリスト 伊戸川 匡 
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公認会計士の評価と汚点 ( アメリカと日本の比較 )  

 

約半世紀間、会計士とお付き合いしてきた立場から、公認会計士とは、どんな仕事をしてど

んな役割、どんな評価をうけているのか、ご紹介したいと思う。町中で見かける、○○会計

士事務所、○○税理士事務所等の看板を見かけるかと思いますが、規模と仕事内容も異なり

ます。会計士のそもそもの仕事は、個人でやれるような仕事ではなく、トヨタ、日本製鉄、

ソニー等々 4000 社前後の上場会社の決算が適正か否かを監査する監査業務が本来の仕事で、

組織も数百人、数千人の会計士で構成されている「○○監査法人」という大組織・法人です。 

その監査法人を構成する会計士とは何か、日本の公認会計士はアリカから導入したとされて

いるが、そのアメリカの公認会計士と日本の公認会計士と、どこがどう違うのか、ご紹介し

たいと思います。「本当か ? 間違いではないのか ? 等々まさかと思われるかもしれません

が 」、 ひとまず、ご覧ください。今日公表されている内容を整理すると概略、以下の通り。 
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項目 アメリカ 日本

1.名称 「米国公認会計士」 「公認会計士」

2.資格者数
66.5万人前後

(日本の約20倍)
3.6万人前後

3.受験者数
毎年9.1万人前後

(日本の約10倍)
毎年1万人前後

4.試験

国家試験でなく州の試験。

(まさかと思うかも知れないが、弁護

士も州の試験)

国家試験

5.難易度

(合格率)

50%前後

(二人に一人合格)

難易度低い

11%前後

(10人に一人合格)

難易度高い

6.合格基準
落とすのが目的でなく、自動車運転免

許のように一定水準以上すべて合格

司法試験に次ぐ超難関試験との評価。

独占体制維持のため水準以上全て合格

でなく、一定の人数制限

7.職務

監査業務は限定的(監査義務なし)。

企業に勤務する場合必要な最低限の資

格(日本での簿記・算盤の資格のよう

なもの)

上場企業の監査が独占的主力業務。

不正・粉飾の場合、上場廃止に追い込

む強い権限を有す。

企業に雇用され業務につくことはプラ

イド許さずほとんどない。

8.デメリット

①日本の公認会計士のような独占業務

がないこと

②高度な試験でないので日本の公認会

計士より深い知識は身につかない。

③アメリカの会計士は、日本の会計士

に比べ、知識が劣るとの認識強く、資

格を持っていても社会的に高く評価さ

れていない。

①合格に長時間要するが、弁護士など

難関試験よりも社会的認知度低い。

②大企業の監査が中心業務なので一般

になじみがなく、評価も批判もされに

くい。

③アメリカの会計士に比べ日本の会計

士は、難易度も社会的評価も桁違いに

高いが、どうしたことか、「会計の基

本」を理解しておらず、下記記載の如

く、これが会計士の実力かと、とても

専門家とは思えない恥ずべき汚点を歴

史に残したのです。

9.汚点 ・・・・・

会計学者、公認会計士など専門家集団

が「中間決算制度」を制定した。

しかし、その「中間決算制度」という

制度そのものが違法で、中身も不適

正・粉飾・不正会計を強制するとんで

もない制度を、恥ずかしげもなく制定

し、それをよしとして推進してきて、

日本の世界の会計史に汚点を残したの

です。

(制定後恥ずかしくてモノ言えなくなっ

た専門家のため、会計改革のため、そ

の汚点を放置できず私が、やもう得ず

軌道修正の騎手となったのです。詳

細・経緯は私のHPに記載)  
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会計士 ( と弁護士 ) に関するコメント ( 思いつくまま )  

(1) アメリカの公認会計士は国家試験ではなく「各州の資格」であるのに対し、日本の

公認会計士は国家試験です。なぜか世間ではこのことに関しコメントされません。 

(2) ついでに、アメリカの弁護士についてですが、日本の弁護士は国家試験であり、超

難関試験とされていますが、アメリカの弁護士は、国家資格ではなく「各州単位の

資格」であり、難易度も「自動車免許、美容師試験」と大差なく、受ければほとん 

どが合格するレベルとされているようです。 

① 近頃話題になっている眞子様の夫、小室圭さんについてであるが、今年 7 月に

米国・ニューヨーク州の司法試験を受けだが、不合格との報道がなされた。

(3,10,3 日 )9227 名受験、合格者 5791 名、合格率63%だか、不合格で次回再

受験とのことである。 

② 「 NY 司法試験委員会」によれば、昨年(2年)7月の同試験の合格率は、なんと

74%だという。受験者の 4 人に 3 人が受かっているという。米国法曹協会が認

定するロースクールの卒業生の受験者に限れば、83%が合格したという。さら

に小室さんが通うフォーダム大学ロースクールの卒業生に絞れば 89.1%。端的

に言ってしまえば、「落ちる受験生はほとんどいない」という試験なんです。

( 在米ジャーナリストコメント )  

③ しかし、小室さんの大学時代 (ICU)は「教養学部」に属し、ロースクールにも

通っておらず、法律を専門的に学んだことのない小室さんにとっては、合格す

るのは現実的にはかなり難しいと思う。 ( 法曹関係者コメント )  

④ 落ちるような試験でない、合格者90%以上の合格率なのに、自動車免許、美容

師試験並みの試験だと言われているのになぜ落ちるのか。誰であれ、レベルに

達していなければ合格しない。勉強しないで、自動車免許、簿記、算盤の試験

に合格すると思いますか。レベルに達していない、ただそれだけのことだと思

うのですが・・・・・。 

(3) さて、会計士に話を戻しますが、考えてもみてください。貴方様の息子・娘さんが、

仮に東大・一橋、オックスフォードの「教養学部」「理系学部」に合格、卒業した

からといって、簿記・会計の勉強もせず、会計士 ( 弁護士も ) の試験に合格すると

思いますか ? それは無理でしょう。 

(4) 会計の基本の基本とされる「簿記」についてですが、一般の方は、「そんなもの」

との意識が定着しているかもしれませんが、専門家の会計学者、会計士ですら、理

解できていない、奥行きの深い分野なのです。実のところ、「簿記の学習・研鑽が

いかに大事か」一橋・東大、早稲田・慶応、オックスフォード・ケンブリッジ出の、

mailto:89.1%25w@dq
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会計学者、会計士にも、理解できていないことが、今日においても存在するのです。 

私が「会計の歴史の 1 ページを変えた」内容と経緯にご関心のある方は、「騙さ

れたと思って 」、 私の HP に目をとおしてみてください。 

(5) 日本の世界の会計基準には問題が山積しています。売上を計上する場合の「売上計

上基準」ひとつとってみても、「現金売上基準、出荷基準、納入基準、工場内検収

基準、客先工場内検収基準、輸出船積基準、輸出海外工場内検収基準、請負契約の

全工程完成基準、「請負工事の進行率基準 」、客先受入証明書基準、客先検収書基

準等々、 10 から 20 前後の基準があるのです。どれを選択するか、これらの一つ 

違っても、粉飾・不正会計につながるのですが、専門外の教養学部、理系出身のか

たに、これだけのこと理解できますか ?  

会計士の皆さんに改革が無理なら、会計士とお付き合いのある皆様に、上場企業

で決算業務の経験のある方に、「問題山積の日本の、世界の会計の歴史の 1 頁」を

変えていただきたいのです。 

これまでの経験を生かすべく、ご一緒に立ち上がりませんか ( 完 )  

                                 伊戸川 匡 
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          企業側からみた中間決算制度の問題点 ( 要約 )  

     ( 副題 ) 企業会計審議会，日本公認会計士協会は罪万死に値する 

企業会計審議会、日本公認会計士協会は、昭和５３年の中間決算制度の大改革以来この平

成１５年に至る２０年余重大かつ救いがたい過ちを犯してきた。  

 会計制度は改革の名の元に再び弄ばれようとしている。これまでの中間決算制度は投資家

保護のため画期的制度として改革されたものであるが、この２０年間の中間決算とは一体何

であったのか。「中間決算は通期業績予測に役立つものでなければならない」とした基本理

念はどうであったか。別紙本文で述べているごとく、何ゆえに何の役にもたたなかったのか

( 筆者からみて始めから自明の理であったが ) 、結果に対する責任がゼロである組織・団体

などありえないが、責任者は一体誰か、両団体はそれぞれの責任において、中間決算制度と

はなんであったのかを検証せよ。そして、制度のどこに致命的欠陥があったのかその検証結

果をまずもって投資家 ( 国民 ) に明らかにせよ。政府機関、経済界、監査会社に対しても，

総括し結果責任を明らかにせよ。両団体が権威と責任ある立場にあり、プロ集団と自認して

いるなら，結果責任を明らかにするのは当然の責務である．反省も、結果責任を明らかにせ

ずして、投資家、企業、関係団体に対し、もの申すなどもってのほかである。投資家、企業

等は馬鹿集団ではないのである。  

 企業会計審議会に関しては、利益とは何かも理解せず、決算を組んだこともなく、まして

「利益予測もしたことのない」審議委員が、会計制度をけいけいにいじくるのは論外である。  

 また、日本公認会計士協会に関して言えば、中間決算制度改革時において、企業会計審議

会委員の職にあった当時の日本公認会計士協会会長は、「中間決算は通期損益の予測に役立

つものでなければならない」と自ら制度制定に参画していながら、一方で「現行会計技術で

はいかなる手法を使っても利益予測は不可能である」と臆面もなく、公式見解として断じて

きたのである。もし、これが今日においても日本公認会計士協会の公式見解であり、公認会

計士全員の総意なら、そのような団体も会計士も、投資家、企業、日本経済にとってもはや

無用の長物である。 

 企業会計の良し悪しを論ずる以前の問題として、皮肉なことに中間決算制度制定そのもの

が、企業に粉飾決算を義務付けているものになっていることも理解できない企業会計審議会、

また、制定した制度の下で，自ら粉飾監査をしていることにさえ気がつかないで２０年余に

亘り平然として日本公認会計士協会は、会計制度を根本からゆがめ、この２０年投資家を愚

弄してきただけでなく、企業会計、日本経済を毒してきたのみであり、自主解体・廃業に値

する。 
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 昨今、これまでの官主導の企業会計審議会を解体し、新たな民間主導の審議会制定の動き

があるのは当然のことである。  

 しかしながら、投資家のため世界に類のない画期的な中間決算制度を作ったと称しながら、

「現行会計制度の下で、いかなる会計手法を使っても利益予測は不可能である」と断じてき

た会計関係者が，新たな組織・集団を設けて制度を論じあったとしても、会計の基本認識、

本質が変わらない限り、何ら変わらず，筆者から見て茶番なだけである。  

 会計のグローバル化、あるいは投資家のためと称し、「利益の予測計算もできない集団」

に対し、「企業経営の継続性に関する意見表明をさせよう」との動きがあるが、両団体は２

０年前と同じ過ちを再び犯そうとしていると警告しておきたい。  

両団体は，企業会計の良し悪しを論ずる前に、自らの能力改革こそが課題であり、両団体の

会計に関する基本的認識は企業の認識に比べ 20 ～５０年遅れていることを指摘しておきた

い。 ( 本文は HP に掲載しています )  

 

 

 

 

私の論文「企業側から見た中間決算制度の問題点」に対する見解 

 

沼田 嘉穂 博士 ( 経歴 ; 明治 38年生、東商大 { 一橋大 } 卒、横浜国立大名誉教授、簿記論  

会計学の権威者、高校・大学の簿記会計の教科書等多数出版している権威 )  

 

小論文をものにしたある年度の日曜日、東京・田園調布のご自宅を訪問することになってい

たが、病気で倒れ、訪問が実現しなかった。しかし、回復後書状による回答をいただいた。

その回答の概要及び博士の主張は以下のとおりである。  

1. 現行の ” 企業会計原則 ” そのものを否定する立場にあるので、今回の中間決算制度など、 

的外れの実につまらんものである。 

2. 中間決算を制度で定めること自体が不当であると思うので、何の実質もないこの中間決算

制度を廃止して、あくまで「仮決算」として、企業の自由に委ねるべきものと思ってい

る。 

3. とにかく、中間決算制度を批判する点では一致するが、私は中間決算を制度として認めな

い。実質も何もなく、実につまらんから廃止せよという立場であり、貴下は、中間決算

そのものを認めた上で、見直せという視点、立場の違いがあるものと思われる。 

4. その他、当時沼田博士による最も新しい著作「企業会計原則を裁く」 ( 昭和 54 年 12 月
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10 発行。小生の小誌発行が 54 年 9 月 3 日なので、小生より 3 ケ月後のもの ) のなか 

  から関連する事項を抜出し以下参考に供したい。  

 A. 中間決算について 

   ①中間決算制度は、全く「奇怪」なものである。 

   ②中間財務諸表の意見書、基準、規則、要領ではほとんど無駄な説明を繰返して「場」

を作っているが、通読していて全く飽きがくる。 

   ③企業会計審議会が作成した一連の書き物は、大学生がいやいや書いた卒業論文程度

のもので、新鮮味も、実質もなく、見るべきものは皆無である。 

   ④税法でも、中間決算を細かく規定することなく、会社の自由に委ねている。余計な

規定など不要であり、節税にもならない。 

 B. 企業会計原則そのものについて  

   ①企業会計原則及びこれらに付属する一連の公の書き物は、早急に廃止すべきである。  

   ②企業会計審議会は、次々に「下らない仕事を探し求め、余計なことに口をはさみす

ぎる」企業会計審議会の任務は現在終了しており、「解散すべきである」血税の浪

費のみならず、あまたの弊害を生む。 

   ③企業会計審議会の委員は、会計学会の最高権威者であると思い込んでいるようだが、

決してそうではない。審議会委員のやっていることは、「会計学者の恥であり、後

世の物笑い」の種である。と。 

5. 以上の点から、私見として要約すれば、以下の通りとなります。  

   ①博士は、中間会計制度を審議し制度化した・大蔵省・企業会計審議会の委員を，

「会計学者の恥、後世の物笑いの種」と一刀両断にしたのである。 

   ②失礼ながら、ほとんど同感であり、小生若き日現役として、組織人の一人として、

会社にはねかえってくることが予想され、危険ではあったが、本制度は、企業に粉

飾決算を奨励するものであり、公認会計士・監査法人は、粉飾決算奨励業になるか

ら、おやめなさいと、時の企業会計審議会、法務省民事局、日本公認会計士協会等、

時の権力に異論を唱え、小論をものにしたのである。しかし、時の権力から一人と

して公式な反論はでず、「都合悪いことは隠すの人間心理」から、表面化すること

なく、時間はかかったが、小生の主張どおり誤りが根本的に正されたので、会計の

歴史の一ページが変わったことは事実であり、遅まきながら、制度改革の旗手と自

負しているところである。伊戸川  匡 
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私の論文「企業側からみた中間決算制度の問題点」に対する見解 

 

高崎経済大学 経営学科長 吉原 茂教授 

( 経歴 ; 昭和 9 年生、中央大学卒、簿記論・管理会計の権威 )   

小論文をものにした若き日、地元であり、管理会計等の立場から意見をうかがうべくご自宅

を訪問し貴重な以下コメントをいただいた。 

1. 今回制度化された「中間決算制度」を「管理会計」の立場から見ると、全くありえない

こと、とんでもないことが書いてある。 

2. 財務会計の立場だけで考えられており、管理会計を理解している人達が作ったものとは

思えない。 

3. この制度を作った関係者は、会計の何たるかを理解していないように思われる。お粗末

の一語につき、同業の一人として、恥ずかしく、情けない思いがする。 

4. 真面目に考えれば考えるほど、矛盾に満ちた制度であり、企業や投資家を愚弄するもの

である。 

5. ほとんどの会計学者、公認会計士もこのことに気がついてはいないだろう。特にこの制

度を作った企業会計審議会委員諸氏、日本公認会計士協会会長 中瀬宏通氏は特にひど

い。これが会計士かと言いたい。しかし、いずれ関係者気がつく時が来るであろう。気

がついたその時、会計学者、公認会計士諸氏は恥ずかしくて、発言などできやしないで

あろう。 

  自分たちはいかに無能であったかを天下にさらすことになるから、発言などできるはず

ないのである。 

6. 上場会社の多くも、当然このことに気がついてはいないであろう。しかしいずれ気がつ

く時がくるであろう。 

7. 貴方から指摘を受けて改めて、思ったが、これらのことも一つだが、日本を含む世界の

会計の世界の未開発なこと、水準の低さ、閉鎖性、馬鹿さ加減に嫌気がさし、会計学か

ら足を洗い、「経済学」へ転換するきっかけになったのです。 

   転換後、アメリカのガルブレイズ教授の下で、経済学を学び、つい先般帰国したばか

りなのです。 

  大変ではあるが、専門家・会計学者・当局ですら、理解できていない世界であり、当事

者の民間企業から声を上げ、じっくりと腰を据え、変えていく以外ないのではないでし

ようか。 以上、制度導入当時から、小生の論文を全面的に裏付けていただいていたの

である。 

                              伊戸川 匡 
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私の論文に関する法定監査・関与公認会計士の見解 ( 要約・メモ )  

    公認会計士岸 賢氏 ( 後の、朝日監査法人、あずさ監査法人 代表社員 )  

              

企業側からみた「中間決算制度の問題点」について 

 

今から約 40 年ほど前、わが国における画期的な会計制度として中間決算制度が制度化さ

れました。しかし制度化前の試案の段階から本制度に疑念をいだいていた私は、約一年程の

期間をかけ、世に問うべく別紙小論を書き上げました。この制度が制度化されれば、ことの

成り行きによっては、結果としてこの制度は粉飾決算奨励制度、公認会計士は粉飾決算奨励

業になりかねず、監査法人は監査不能になりかねない重要な問題を含んでいるので、関係す

る法定監査人の公認会計士責任者に事前に通告しておく必要を感じ、その結果を踏まえて、

如何に対応すべきか方針をきめるため協議相談いたしました。その結果は以下の通りでした。 

 

1. 関与公認会計士責任者の感想・見解 ( 企業経営協会より小誌発行前の原稿段階の事前相

談・協議 )  

 -1 読んだ率直な感想として、自分もそう考える。全くその通りと思う。立場上「この制

度を是とし、監査する立場として」表だっては言えないが、大変重大な課題と思う。 

  -2 今のところ、少数派だと思うが、なんとなくそう感じている人も多いのではと思われる。

発表すれば、大きな反響があるのではないか ? 大いに発表すべきである。会社の PR

にもなるのではないか。 

 -3 専門誌等については、決まりきった人の、決まりきった内容のものが多い。こうゆう

のは歓迎されるのではないか。 

 -4 「中央経済社 」、「産業経理」等はどうか。 

 

2. 留意点について 

 -1. あまりきつい表現をすると、会社（貴方の）にはねかえってくる恐れもあるので、言

葉遣い・表現には気をつけたほうがよいのでは。 

 -2 「有用な会計情報とは何か」について、たたいておく必要がある。 

 -3 実績数字については、それなりに会社の意思が反映されたものとして、出どころを、

はっきり東洋経済社の「会社四季報」より引用したと明記すべきかと思うが。 

 -4中間時と期末期の乖離差がありすぎることに関しては 

  ①中間時は、たしかにこうであったが、その後の経営状況の変化、経済情勢の変化によ

り、十分その変動も考えられるが、それにしても、制度が想定しているものとの乖離
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がありすぎる。 

  ②比較して、違う違うと強調するだけでは、独善ととられる恐れもあるし、逃げられる。

そういうことは承知の上で、ということを示しておく必要があるのではないか。 

 

3. 上記コメント等に対し、大事なことなので、再確認したいのでと、「これまで、学者、

会計士の世界からも、世間・業界、マスコミでも、何らの異論が出ていませんから、

これらを発表したとして、一経理課長風情がと無視されるか，相手にされないことも

ありうると思われますが、法定・関与会計士さんの見解を改めて、確認しておきたい

のですが」に対し、以下のコメントがあったので、再度整理しておきたい。 

 -1 結論として、この原稿通りと、認めざるを得ない。 

 -2 しかし、現在のところ、大蔵省、学者、日本公認会計士協会 ( 本部 ) 、本制度を審

議・決定した大蔵省・企業会計審議会委員の間においても、漠然とした疑問はあって

も、ここまで取り上げたような結果や、問題になろうとは思ってもいないし、討論も

されていない。 

 -3 この原稿を読んで自分は「全くその通りと理解」したが、しかし、そうは言っても、

自分達はこの制度を守り、企業に守ってもらう立場にあり、「今更こちらから、間違

っていました」と公表はできない。 

 -4 しかし、こうして、現に指摘された以上、「自分たちは、自信をもって監査できなく

なる 」。 今後このような意見が益々増えてくるとすれば、そして、投資家からも指摘

されるようになれば、是正する以外なくなるだろう。 

 -5 われわれの立場からは是正をとは言えない。企業の立場で発表し、是正の糸口にして

もらいたい。 

 -6 いまのところ、全くの少数派だとは思うが、「大きな反響」があるだろう。と思う。 

 -7 ことの重要性から言って、一流誌の「産業経理 」、 「中央経済社」の何れかに、お願

いしてみたらよいのではないか。とのことであった。 

4. 以上に対し、私見として「これまで、諸先生の可能な限りの文献に目を通し、決算の実 

態を調べ、大蔵省担当官、超一流企業と称する経理担当乃至関係者 ( 日立、東芝他 ) 、 

銀行マン、証券マン、新聞記者等その筋の専門家の方々と交流を通じてきたが、更にこ 

れらの経験を活かし、しかるべく発表の機会を得るべく対応していきたい」と。 

5. その後、社団法人「企業経営協会」より小論を発表することとなったが、それなりに

「信じがたい反響」があったことをお知らせしておきたい。この論文を発表すれば重大

な影響を与えるとする関与会計士さんの説からすれば、私が「制度改革の旗手」という

ことになります。関係者・当局は「不都合なこと・隠したいこと・恥ずかしいことには、
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触れない・隠したい、の人間心理」により、是正の理由・根拠について述べてはいない

が、「昭和 52 年の制度制定から平成 10 年の改革に至るまで 20 年を要した」ものの、

私の主張どおり「中間決算制度の誤りが是正」されたのである。もし過去 20 年間の決

算の状況を中間決算制度の主旨に沿って洗い直した場合、いかなる事態になるであろう

か?  

全上場会社は、名称は粉飾決算であれ、不正会計であれ、なんであれ、粉飾決算・不

正会計を義務づけられたこと、大蔵省・企業会計審議会、公認会計士など無用の長物で

あったことが、明らかになるであろう。実務家として、 100 ～ 1000 ％保証する。東芝

の不正会計に関し騒ぎ立てているが、起こるべくしておこることで、会計の世界全体か

らみて、些細なことである。会計の基本の基本を理解しない限り、問題解決は永久に不

可能である。分かり易くいえば、東芝を含め、日立、コマツ、ナショナル、 NEC 、雪

印、三菱重工、三洋電機、石川島重工、川崎重工等々一流企業と言われている企業が有

力経済誌で「業績予想が当たらない会社 ‣信用できない会社ランキングの上位」に羅列

され、しかも破綻した企業含め当てにならない常連企業として、同じ土俵にいるという

ことをご存知ないのであろうか。会計に携わる関係者よ、そろそろ目を覚まされよ、と

言いたいところである。 

6. 世の中のことは複雑です。世の中のことは、本当はなに一つ、確実にわかっていないの

です。現代の医学、生理学、心理学など、全ての学問や理論も、人間でいうなら「まだ

小学生の域にも達していなのではないか」と、作家・五木寛之は述べています。 

 

会計の世界でも、この程度のことに 20 年も要するとは、日本の会計の世界も「大学

までに例えると、まだ小学生の域にも達していない」のではないかというのが、半世紀

以上実務の世界にたずさわってきた私の率直な印象です。 

 

   会計の世界には、まだまだ解決を要する未解決の重要な基本的な課題があり、願わく

ば、次は「中学生の域の課題」に取り組み、会計の世界 ( 日本、アメリカを含む世界 )

のレベルアップに多少なりとも役立ちたいものと願っています。以上 

 

昭和 54 年4 月 28 日 ( 約 40 年前 )   

( この後 54,9,3 付で企業経営協会より別紙・小誌発行 )   

  伊戸川 匡 


